
 
① 各宣言の達成状況については、市町村名、保険者名および企業名等を2016年7月下旬

に開催される日本健康会議 2016（仮称）において報道発表いたします。 
 

② 調査結果をもとに、好取組事例や民間ヘルスケア事業者の活用状況等、保険者の皆様が
行う保健事業の参考となるかたちで紹介いたします。 

 
 
 
※１）日本健康会議とは、「健康なまち・職場づくり宣言2020」を活動指針とし、国民一人ひとりの健康寿命の延伸と 
   医療費適正化を目的として、行政のみならず民間組織が連携し実効的な活動を行うために組織された活動体のこと 
   です。「健康なまち・職場づくり宣言2020」における各宣言の詳細は裏面をご確認ください。 
※２）平成28年度調査については、熊本県内の保険者は調査対象外としております。この度の平成28年熊本地震で、 
   被災された方に心よりお見舞い申し上げます。 
 

平成28年度 保険者データヘルス全数調査 

＜本調査の実施目的と概要＞ 

○本調査は、2015年7月に日本健康会議で採択された「健康なまち・職場づくり宣言
2020」の達成状況等を把握することを目的としております。（※１） 
 

○データヘルス、予防・健康づくりの取組状況について市町村国保、健保組合、協会けん
ぽ、国保組合、広域連合、共済組合等の全保険者いっせいに調査を行います。なお、本
年度初めて実施する取組となります。 （※２） 

 
○また、2015年6月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2015」（骨太
方針）における「経済・財政再生計画」に基づき設定されたKPIの進捗状況の把握も併
せて行います。 

  
 
 

回答期限：2016年6月24日（金） 

＜調査結果の公表および活用について＞ 

厚生労働省保険局 

日本健康会議 

【ご回答にあたって】 
●回答内容使用機関：厚生労働省、経済産業省、日本健康会議、平成28年度保険者データヘルス全数調査実施事務局（補助金交付先にて設置） 
●予定している回答内容の利用方法： 
 ・日本健康会議にて採択した「健康なまち・職場づくり宣言2020」の達成状況の把握 
 ・日本健康会議にて採択した「健康なまち・職場づくり宣言2020」の実施保険者名等の公表 
 ・2015年6月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2015」（骨太方針）における「経済・財政再生計画」に基づき設定された 
  KPIの進捗状況の把握 
 ・医療費適正化に向けた研究・分析、情報提供 等 
●個人情報の取扱範囲：ご記入いただきました個人情報は本調査に関わる以下の内容にのみ利用いたします。 
  回答内容の確認 / 調査結果等の送付 / 回答内容に基づく事例紹介等の確認依頼 / 次回回答票の送付 / 医療費適正化および保健事業等に関する情報提供 
●個人情報以外のご回答は、公表の可能性があることを前提としてご回答下さい。 
●本調査は厚生労働省の平成28年度高齢者医療制度円滑運営事業費補助金にて実施します。なお、調査の実施・分析は（株）日経リサーチに委託します。 

回答ご協力のお願い 

回答票はインターネットよりダウンロードいただけます。同封の別紙案内状をご確認ください。 

実施保険者名等の公表につきましては、2016年7月1日（金）までの回答を公表対象とさせていただきます。また、回答期限までにご回答いただいた調査結果 
から、本年7月下旬に開催を予定している日本健康会議で紹介する好取組事例として取材させていただく場合があります。  



＜調査結果をもとに制作する３つの報告＞ 

「健康なまち・職場づくり宣言2020」達成状況報告 

ヘルスケア事業者活用状況報告（ＷＥＢ掲載） 

全国好取組事例報告（ＷＥＢ掲載） 

下記の宣言の達成状況について市町村名（数）、保険者名（数） 、企業名
（数）等を報道発表いたします。 

各宣言ごとにヘルスケア事業者の活用状況について紹介いたします。 

先行的に実践した好取組事例のノウハウやポイント等を規模別・業態別等
参考となるかたちで紹介いたします。 

１ 

２ 

３ 

保険者の皆様へ 

何卒回答へのご協力をお願いいたします。 
皆様の回答を参考となるかたちでフィードバックいたします。 

各宣言の達成要件については、回答票をご確認下さい。 


